
人事委員会議事録（第1782回） 
 

 

１ 開催日時 

    令和８年１０月５日（月）15：00～16:30 

 

２ 開催場所 

    ３委員会第２会議室 

 

３ 会議に出席した者 

    委   員   大久保 和 代 委員長 

長 尾   真 委 員 

中 上 幹 雄 委 員 

    事務局職員   三 宅 ゆかり 事務局長 

            北   守 人 任用給与課長 

            川 﨑 勝 之 任用給与課副課長 

 

 

開 会 

 

第１号議案 

 議事録の承認を求める件（第 1781回） 

 

人事委員会議事録（第 1781回）について、審議の結果、原案どおり承認した。 

 

 
協議事項１ 

職員の給与等に関する報告及び勧告の取扱い 

 

任用給与課長が、本年の職員の給与等に関する報告及び勧告の取扱いを説明した。 
 

（委員） 
過去に県が起債許可団体になった際の報告の記載はどうか。 

（事務局） 
  資料でお示ししている案は、過去に起債許可団体になった際の記載も参考に作成して 
いる。 

（委員） 
  現在の財政状況での引き上げ勧告には、県民からは厳しい意見もあることが予想され 
る。 

（事務局） 
  人事委員会の給与勧告制度は、公務員が民間企業の勤労者とは異なり、憲法で保障さ  
れた労働基本権を制約されていることに対する代償措置として人事委員会に与えられた 
権限で、地方公務員法に定める情勢適応の原則に基づき、職員の給与水準と民間従業員 
の給与水準と均衡させるよう、必要な改定を勧告する仕組みとなっている。給与勧告は、 
もともと財政状況を考慮する仕組みになっていない。 
調査結果を元に較差が数字で出ている以上、人事委員会としては、職員の給与水準と  

民間従業員の給与水準を均衡させるよう、必要な改定を勧告するのが役割である。 



（事務局） 
勧告は、知事及び議長に対して行うものであるため、文案は、対当局・議会の観点 

からの書きぶりとしている。知事側で勧告を受けて給与の改定を検討し、議会がそれ 
を議決することとなる。 

（委員） 
  勧告制度に基づき、公民較差を解消するための勧告が必要不可欠である旨、もう少 
し明確にできないか。 

（事務局） 
  勧告制度が行政運営を維持する基盤となっている旨の記載により示したいと考える。 
（委員） 
  人材確保の観点からは、職場環境の整備のほかに、給与面の処遇への配慮も必要だ 
と考える。 

（事務局） 
  その旨の文言を追加することとする。 

 
 
報告事項１ 
 任命権者が行った処分 
 
 任用給与課長が、教育委員会が行った１件の懲戒処分の内容及び理由を説明した。 
 
 
閉 会 
 


